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はじめに

法律関係の当事者に準拠法の選択指定を認める国際私法上の当事者自治は．

これまでに主として債権契約準拠法の決定過程において多くの法域で広く採用

されてきた(I)。前世紀の後半以降，当事者自治は，債権契約のほかに契約外の

債権債務関係への拡張（2）が試みられており，さらに夫婦関係や相続などの法律

関係への拡大（3）も提案されている。近時の立法例の一部として，たとえば EU

では 2010 年の離婚および法律上の別居の準拠法に関するローマE規則の 5 条

1 項において．当事者夫婦が準拠法指定合意時の夫婦の共通常居所地法もしく

は最後の共通常居所地法．一方の国籍国法または法廷地法のいずれかから準拠

法を選択できるものと規定された（4）。 2012 年の EU 国際相続規則では， 21 条 l

項において被相続人の死亡時の常居所地法の適用を原則としつつ. 22 条 1 項

において被相続人となる者による準拠法選択時または死亡時の困籍固法の選択

指定が認められた（5）。

このような国際私法における当事者自治の採用拡大の試みにとどまらず．今

世紀に入ると．準拠法決定過程での主観連結の原則化を明確に唱えるものが現

れた。「最近では……客観的連結素による連結を原則とすべきではなく，当事
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者意思を……国際私法上の原則的な連結素とみるのが妥当であるとする見解も

主張されている」（6）と指摘する木棚照ーは，旧来の客観連結に潜在する当事者

意思の推定と国際私法上の当事者白治との聞にみられる理論上の通底に着目（7)

しサヴイニー（Friedrich Carl von Savigny）の国際私法理論に遡って国際私法に

おける当事者意思の再定位の必要性を論じている（8）。

当事者意思にもとづく連結の原則化の主張には. 19 世紀の国際私法理論に

手がかりを求めるルネサンス回帰というべき立場（9）と並ぶ別の潮流が存在する。

ミヒヤエルス（Ralf Michaels）は，当事者自治が国際私法の新たなパラダイムを

示すものにほかならないと指摘した（10）。レーマン（Matthias Lehmann）は，準拠

法決定過程における当事者自治の広汎な採用こそが国際私法理論にとっての真

の革命を惹起すると謡う (II）。レーマンらによるこの新たなコペルニクス転回

( Copernican revolution）の企てというべき潮流に概して共通するのは，準拠法選

択問題一般に主観連結の原則化を図ろうとしそのために国際私法の規律全般

の個人化あるいは私化（privatisation) OZ）による国際私法の構造変革が必要にな

る (13）との認識である。今世紀に入って相次いで示された国際私法の個人化あ

るいは私化の企図を．ここでは国際私法の私化構想と総称する。

本稿では．準拠法選択問題における主観連結の法思想基盤の確立を遠望しつ

つ．新たなコペルニクス転回の企ての主張する主観連結の原則化の礎として国

際私法の私化構想が必要かつ有効であり得るのかどうか検討するために，国際

私法の私化構想とこれまでに転回あるいは革命と評された理論提起との国際私

法理論史上の位置づけについてまず考察する。

1. コペルニクス転回と近代国際私法理論の始まり

レーマンは．自らの与する国際私法の私化構想が国際私法における真の革命

あるいは新たなコペルニクス転回を惹起すると宣言した。主観連結の原則化に

ともなう国際私法の私化構想の必要性と有効性について検討するには．既存の

理論と同一パラダイム上での漸進なのかそれとも新たなパラダイムの提示なの

かを確認する必要がある。本章と次章では．少なくとも近代以降の国際私法学

の沿革(14）上，新たなパラダイム画定の契機としてこれまでに転回あるいは革
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命と評された国際私法理論を簡潔に整理する。

国際私法学において近代を画したのは， 19 世紀にサヴイニーの提唱した国

際私法理論(15）である。ノイハウス（Paul Heinrich Neuhaus）の理解によれば．サ

ヴイニーの理論にはそれまでの国際私法理論と比較していくつかの特徴が認め

られる（16）。サヴイニーの理論は第一に．国際私法の土台に「相互に交際する

諸国民の国際法的共同体（吋lkerrechtliche Gemeinschafc der mic einander verkehrenden 

Nacionen）」あるいは「独立した諸国家聞の国際法的共同体（volkerrechtliche Geｭ

meinschafc uncer unabhangigen Scaacen）」 (17）を置く。第二に．準拠法決定方法につ

き，法規の定型分類から法律関係ごとの「本拠J の探求へと変更することで法

律関係ごとの個別要素の考慮、を定式化した。ノイハウスは．これらのうち第二

の特徴から，サヴイニーの国際私法理論を「コペルニクス転回（kopernikanische

Wende）」と評する (18）。

( 1 ）任意服従原則

サヴイニーの国際私法理論は．木棚によれば，当事者の自由意思にもとづく

服従を法律関係の本拠確定の主たる根拠にしたものと解される (19）。現在では

さらに．サヴイニーの提示した本拠概念が「一部の法律関係につき……柔軟性

と機動性を容認する連結素として用いられるようになってきたと思われる。

…・・私人は，これらの法律関係の連結を変更でき……自らの利害および意図に

適う法律関係との連結を……確立できる J （制ようになりつつある。バーゼ

ドーは，このような傾向を，サヴイニーによるコペルニクス転回の延長線上に

あって「間接選択（indirect choice) J (Zl) の容認へとつながるものとみなしてい
る（却。

法律関係の本拠説の基盤となる任意服従の原則にもとづく当事者意思の推定

こそがサヴイニーの理論の中核にある（23）と主張するルネサンス回帰の立場か

らは．一般に区別されることの多い当事者による場所への任意服従と個人によ

る準拠法選択とが重なるようにみえる。ルネサンス回帰の立場において，任意

服従原則の下で．当事者による領域の選択は個人の服従すべき準拠実質法の内

容にかかわらない中立公平な選択となる（24）。ペアリは．ルネサンス回帰の立
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場から．これまでの任意服従原則の等閑視について批判し任意服従原則に

よってサヴイニーの理論の全体を再解釈しようとした。ペアリの理解によれば．

サヴイニーの私法理論の骨格となり 国際私法理論に現れる「法律関係」「国

家の領域J 「普遍性」という不同の三直観（却を矛盾なく一つに束ねているのが

任意服従原則である（制。

(2）国家

ノイハウスは，サヴイニーによるコペルニクス転回の意義を「判決調和の促

進」につながる「紙触法の脱政治化とそれにともなう国家の利害衝突および偏

狭な国粋主義からの解放J と総括した（幻）。ノイハウスの評価はサヴイニーの

理論とそれ以前の法規分類理論とを比較してのものである。法規分類理論．特

にサヴィニーが批判の対象にしたいわゆるオランダ学派の理論は．私人間の問

題であっても究極には法規の属する国家間での立法者意思の衝突の調整が国際

私法の主題になるとしていた。サヴイニーは，圏内法上で国家の礼譲にもとづ

く外国法適用可否判断のための「公法の一部門J に国際私法が位置づけられる

としたストーリー (Joseph Story）の見解（28）をはっきりと退けたω）。ペアリも，

サヴイニーの理論は 任意服従原則にもとづくことで「国際公法と国際私法と

の在来の区別に従いつつ，厳密にいえば国際私法の f私j 構想」となり，「『国

家の礼譲j 観念と国家主権原則の明確な排斥J を可能にしたと評価する（ぬ）。

サヴイニー以前の国家主権基底かつ政策基底の国際私法理論とサヴイニーの理

論とを分かつ鍵概念が任意服従原則であるとペアリは考えている（31) 。

しかしながら，サヴイニーによる国際私法の「私J 構想は国家の範から完全

に解放されたものとまでいえない。そもそも私法領域での法典化にためらいの

あったサヴイニーは．私法が国家でも法律家でもなく人民の聞から生まれると

考えていた（32）。ただしサヴイニーは，統治機構としての国家と人民の集合

体としての国家とを区別しておらず，あらゆる人民が国家の姿で現れると考え

る（お）。サヴイニーにとって，私人間で形成された法の自然発生という発想は

受け入れがたく（羽），国家を経由することによってのみ人民の法が「法」とし

て国際私法の対象となる。サヴイニーの任意服従原則は，個人の自治や自由意



［伊藤敬也］ 国際私法の私化と当事者意思 87 

思に関するサヴイニー自身の理解と倫理性要求（35）にもとづき．国家が人民の

集合体であるとみなして．あくまでも国家の構成要素としての人民の任意服従

を法廷地における外国法の適用根拠としたものと解されよう。サヴイニーに限

らず 19 世紀前半と現代とで国際私法理論の同一の用語が同ーの概念を示すと

は限らないことに留意しなければならない（36）。その意味で 現代からみれば．

サヴイニーの理論とストーリーやマンチーニらの理論（37）とには一部にせよ無

視できない同時代性情）が認められる。サヴイニーの理論の枢軸にはなお国家

がある（掛といえる。

サヴイニーの理論構造をこのように整理すると，サヴイニーの任意服従原則

にはルネサンス回帰の立場から指摘された国際私法上の当事者自治の萌芽がす

でに覗かれるといえよう。しかしながら．自治および国家に関するサヴイニー

自身の理解からすれば，国際商事仲裁など国家機関によらない紛争解決方法の

役割の高まる状況の考慮も視野に入れた現代の主観連結の原則化（40）がルネサ

ンス回帰の立場の示唆するとおりにサヴィニーの理論そのものから直接に導か

れ得るとまで想定するのはなかなか難しいように思われる。

2. 2 つの地域における革命

現在までの国際私法理論史（41) において．近代以降に限定しでも．近代国際

私法理論の鴨矢となったサヴイニーによるコペルニクス転回のほかに革命と評

されるパラダイム更新の企図が複数みられる。前世紀の後半から今世紀にかけ

て，近代国際私法理論の土台そのものの転覆を図ろうとする革命が．まず法現

実主義の盛んな前世紀のアメリカ合衆国で．次いで地域の法統合と政治統合の

進行する現代のヨーロッパで勃興したD

( 1 ）アメリカ合衆国での革命

法形式主義の代表者でもあったビール (Joseph Henry Beale）が主として定式化

した既得権理論の硬直性を直接の標的とする（42）アメリカ合衆国での「法選択

革命（choice-oιlaw revolution）」（43）は．当時のヨーロッパからみて「国際私法の危

機」（44）とも評された。アメリカ法選択革命は．クック（Walter Wheeler Cook) <45> 



88 国際私法年報第 23 号（2021)

の萌芽がカリー（Brainerd Cu凶e) (46）に受け継がれ結実したものである（47）。クッ

クは．法現実主義およびルール懐疑主義の立場から，準拠法選択において．原

告にとって最も望ましい外国法体系と同一の判決規則が組み込まれた法廷地法

の適用を説いた（48）。クックの信奉者とされるカリーは，クックの主張の明確

化のために，法廷地の政策判断と価値評価に立脚する独自の法選択理論を構築

した（49）。

アメリカ法選択革命の進行はアメリカ法上の私法と公法の峻別の変遷と連動

している（則。上述のとおり国際私法が私法か公法か論じたストーリーのよう

な例外（51）を除けば．アメリカ法は私法と公法との区別に無関心であった。ア

メリカ圏内で私法と公法の峻別が強く意識されるようになった契機は．「平等

主義の政治による危険で不安定な再配分の趨勢j (52）から契約と財産権を保護

しようとした 19 世紀の政治運動である。前世紀に入ると，連邦最高裁判所の

判決（聞により契約の自由が連邦憲法の第 14 修正で保護されることになる。こ

の判断は 20 世紀前半のアメリカ法現実主義運動の格好の標的となった。

法現実主義およびルール懐疑主義は．私法が中立かっ非政治のものであり得

るという基本前提そのものを否定する。法現実主義にとって．私法と公法はど

ちらも等しく国家による公権力行使の手段にほかならない。カリーは．法現実

主義の法思想と国際私法の政治化の企図を当時のアメリカ法学一般において法

現実主義運動の先駆者であったクックと共有していた刷。さらに．カリー以

降も含めたアメリカ法選択革命の理論（55）に共通するのは．国際私法の実質法

からの独立性と実質法への中立性側それぞれの否定である（57）。

(2）ヨーロッパでの革命

ヴィタ（Edoardo Vitta）の表現を借りれば．アメリカでの法選択 rr革命j の

波は……ヨーロッパの岸まで確かに到達したJ （却のであり，アメリカ法選択

革命の余波により当時のヨーロッパ国際私法理論の一部に政治アプローチ（制

の採用などの変化がみられた。しかしながら，マルテイネク（Michael Marcinek) 

によれば．ヨーロッパにおけるアメリカ法選択草命の余波の影響は限られてお

り，国際私法上の政治アプローチがサヴィニーの理論と置き代わったり立法に
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直接反映されたりするまでのことはみられなかった仰）といわれる。

アメリカ法選択革命の波の到達から暫く時を経た前世紀末になると，経済関

係にとどまらず法と政治にまで及ぶ地域統合の深化という EU 特有の状況から，

現代ヨーロッパにおいて法選択革命というべき現象が新たに生起する。ミヒャ

エルスによると，現代ヨーロッパ法選択革命は，重要性．過激さ，不可逆性の

いずれにおいても前世紀のアメリカ法選択革命に比肩し得る（61）。ミヒヤエル

スのいう現実の革命あるいは正真正銘のパラダイム更新は アメリカ法選択革

命の余波そのものではなく現代ヨーロッパにおける国際私法への EU 法の影響

拡大（62）から生起したものであり，国際私法準則が EU 法の一部に組み込まれ

る過程での「連邦化」「立憲化」「多元化」のことを意味する（63）。

(a）連邦化

アメリカ法選択草命の理論は，州ごとの利益の制限と調整のための連邦法に

よる法抵触問題の規制の重要性を強調した（64）。アムステルダム条約によって

EU そして欧州司法裁判所が準拠法選択に対する立法あるいは規制の一般権限

を認められた（65）ことで ローマ規則など一連の EU 国際私法典はいわば連邦

法化している倒。ミヒャエルスによれば EU 域内の条約と EU 規則との遠い

は明らかである（67）。 EU 規則は，国家の意思による参加が必要な条約と異なり，

個別国家の利益や政策と対立するものであっても EU 全体の集合利益や EU の

実質政策にもとづく消費者や労働者など特定の個人の個別利益や権利の保護を

優先し得る（伺）。国家の単位を超えて法典化された準則は，一方主義でも双方

主義でもなく地域共同体の観点から個別国家の規制権限を配置する配分主義に

よるものとなる（69）。連邦法化した EU 国際私法典による準拠法決定過程で，

EU 構成国それぞれの実質法からの独立は保たれつつも，生産物責任や消費者

契約などの局面における原告の優遇など EU 単位の実質価値の序列化あるいは

実質政策の考慮が可視化される（70）。

(b）立憲化

EU 憲法制定に関する議論の好余曲折の果てに成立したリスボン条約は，事

実上の EU 憲法に近いものとして機能し アメリカの連邦法が各州の法選択準

則にあまり干渉しないのと違い， ヨーロッパの法選択準則に対して各国内での
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憲法と法選択準則との関係に似た影響を及ぼす（71）。欧州司法裁判所も， EU 構

成国それぞれの裁判所での法選択準則の適用を審査する機構として. EU 構成

国内の司法および立法に影響する (i2）。

ミヒャエルスからみた立憲化の重要な特徴は EU の準連邦構造が加盟国と

それぞれの圏内法との関係性に作用する態様および基本権とのかかわりかたで

ある。立憲化の進展によって旧来の国際私法の国家性は自明のものといえなく

なる（73）。少なくとも EU 域内において，準拠法選択問題に関する欧州司法裁

判所の判例法は．準連邦法化した EU 国際私法典と同じく，個別国家の政策や

利益に対する EU 全体の実質政策や実質利益にもとづく評価を示すものとな

る（74）。

(c）方法論の多元化

現代ヨーロッパの国際私法理論に連邦化と立憲化がもたらすパラダイムシフ

トは．法選択問題の渉外性の意味および最密接関係にもとづく連結の役割の変

化を導く（75）。連邦化と立憲化により汎ヨーロッパ化した国際私法は. EU構成

国間での相互承認原則（76）によって法廷地図の優位を広く排除する（77)。当事者

自治も．準拠法を決定するための単なる道具にとどまらず， EU域内の法体系

間で自国法が当事者によって選ばれるようにするための立法競争の促進手段と

なる。当事者による準拠法選択は．権利であるだけでなく， EU 域内で自由の

保護が失われるのを防ぐ義務ともなる（78）。 EU の国際私法においては，法抵触

問題の渉外性の境界線が．国家間だけでなく. EU 域内と域外との聞にも引か

れる。 EU構成国間では圏内公序の発動が制限され EU 全体の公序がより重視

される。 EU 法の強制力の程度が EU 構成因に対する場合と非構成国に対する

場合とで異なることから， EU 域内の国際私法は， EU 法上も構成国法上も．

EU域内の法紙触に対応するものと EU 域外との法抵触に対応するものとの重

層構造を示す。

現代ヨーロッパ法選択革命では. 2 つの方法論が採用されている。第一に．

サヴイニー以来の国際私法理論と同様の旧来型方法論であり．第二に．旧来型

方法論を補完する EU 法に基礎づけられた方法論である（79）。第二の EU 型方法

論が目指すのは，国家の規制利益の均衡でも最密接関係にもとづく連結でもな
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い（加）。 EU 型方法論は，一方で国家の規制利益の衝突を制御し他方で EU 法

により保護される個人の権利を規律する。このような根本から異なる法選択方

法論が共存することは 3 つの重要な合意をもっ（81) 。

第一に， EU 型方法論は最密接関係による連結から離れるため，複数の方法

論問での衝突が避けられないD 第二に，旧来型方法論はしばしば EU 基本法に

よるものと異なる結果を生成することになる。そして最後に， EU 型方法論で

の私権の保障と国家規制との衝突は専ら EU 法によって調整し規定できるか

ら．旧来型方法論に頼るべき場面が著しく限定される。現代ヨーロッパの国際

私法では．準拠法の決定の前に適切な準拠法選択方法論を個別の状況ごとに取

捨選択しなければならず．少なくとも EU 域内における法選択方法論の衝突は

多くの場面で旧来型方法論の不採用に帰着しがちであるように思われる。

3. 国際私法の私化

前章までで整理したとおり，国際私法理論史上の転回あるいは革命の主張に

は．理論の内容も具体化された国際私法準則もそれぞれ異なりながら，一貫し

た批判賛同の軸がある。これまでの転回あるいは革命の理論上の争点は国際私

法における国家と個人の位置づけにあったといえる働。国際私法の私化構想

もまさしく国家と個人の配置転換を図ろうとするものである。本章では．国際

私法の私化構想の主張内容につき，国際私法の私化構想の旗手の一人として国

際私法の私化に関する多くの論稿で参照されており，国際私法の私化構想こそ

が国際私法理論の真の革命だと自称するレーマンの見解を中心に整理する。

( 1 ）コペルニクス転回あるいは革命ふたたび

およそ国際私法理論の転回あるいは革命というものは直前のパラダイム変革

に対する抵抗として現れる。その意味で革命とは常に反革命でもある制。ア

メリカ合衆国内で前世紀の革命に抗う反革命酬が不振なまま収束しつつある

のに対し．レーマンは，サヴイニーによるコペルニクス転回の擁護にも 2 つの

地域革命の批判にもとどまらない国際私法の根幹にかかわる新たなコペルニク

ス転回あるいは反革命として，国際私法の全体構造の転換とその帰結の提示と
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を試みる。

レーマンからみると．第一次コペルニクス転回の理論もアメリカ合衆国およ

び EU での草命の理論もこれまでの国際私法観はすべて全体構造から再考する

必要がある（お）。近代国際私法理論と法選択革命の理論のいずれによっても．

世界の個別事象は原則として客観要素により指定された法体系に支配される。

問題なのは異なる個々の法体系が自らの適用を求める結果として国家間の競争

となることである。準拠法は「国j 際（inter-national）視点から決定されること

になり，異なる立法権限それぞれの領分に境界が画される。このような状況下

で，個人はただ既定の法に服従するのみとなり．準拠法の決定過程に口を挟め

なくなってしまう。そこでレーマンは，これまでの国際私法理論に対する再度

のコペルニクス転回あるいは真の革命を企てる。

(2）国際私法の私化構想

第 l 章でみたように，サヴイニーによるコペルニクス転回も，法規の領域範

囲画定から準拠法を決定するゆえに国家ごとの法規の立法者意思が前提となる

法規分類理論と比べれば，国際私法の私化の試みであったといえる倒。しか

しながら， レーマンは．サヴイニーの理論がコペルニクス転回として評価され

得ると認めながらも．ルネサンス回帰の立場と異なり．国際私法において主権

の衝突から法共同体聞の調和へと主題転換したサヴイニーの理論にも国際私法

の私化の不徹底をみる（87）。 19 世紀の国際私法理論全般に共通する特徴の一つ

は「領域内国際主義（domestic internationalism) J (BS）であり．サヴイニーの理論に

も国際公法に範をとった主要概念（鈎）が含まれている。国際公法があくまでも

国家の存在を前提するのに対して，国際私法上の正義は私人間での私権の保護

にかかわる（則。レーマンの理解によれば．コペルニクス転回や革命．反革命

と称されるこれまでの国際私法理論には．「国J 際関係に照準することで個人

を国家間の将棋の歩のように扱う国家主義の誤謬が認められる（91) 。

レーマンの議論は．準拠法が「客観要素の分析により定まるのであれば，ど

うして当事者は客観要素にもとづかない別の準拠法を自由に選択できるの

か？ J仰）との問いに始まる。ケーゲルが利益法学の立場からサヴイニーの理論
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に潜在する国家性を国家の利益の衡量としてむしろ顕在化させたのに対し．

レーマンは．法の抵触を国家聞の自国法適用に関する争いと捉えることから離

れて，個人を国際私法の舞台の中央に立たせようとする（93）。

レーマンは，法廷地における外国法適用の根拠が，国家問の礼譲でも外国法

事実説でもなく，複数の法域に係る私人の利益の確保にとって必要不可欠な

「法の継続性（the concinuicy of law) J <94＞にあると考える。法律関係に含まれる何

らかの事実のあった地と法廷地が異なるとき 法廷地外での事実から形成され

た法律関係を法廷地の裁判所が認めないことは正義に反する（95）。レーマンの

いう正義とは．国家から司法手続において直接の利害関係を有する個人への国

際私法の焦点の移動であり，「知つて望む者に不法は生じない （scientiet volen 

non fit iniuria） 」状態の徹底である（%）。複数の異なる法体系に分割された世界に

おいて私人は移動の自由を保障されている。複数の法域に渉る移動や取引に関

与する私人にとっての法の継続性を確保するためには，法廷地外の法の適用可

能性を否定できない。法廷地内の法と法廷地外の法との抵触問題の本源は何よ

りもまず契約交渉や訴訟など私人のかかわる局面にあって．私人こそが準拠法

の適用結果の影響を受け 紛争の帰結に最も左右される。法廷地の裁判所が準

拠法を適用する上で，法律関係と密接な関係のある国家の利益は．考慮要素と

して唯一のものとも最優先のものともなり得ない。法の抵触問題に関するこの

ような事実認識からすると，国際私法上の正義要請にとってただ一つ自然なの

は当事者が準拠法を選択できることだとレーマンは主張する（97）。

国際私法は私人に影響されるべきでないとする法律尊重主義および国家中心

主義の立場から．国家法の適用範囲の固定と私人による規範形成の排除を前提

にした反論があり得るかもしれない。しかしながら， レーマンの指摘するとお

り，今日の世界秩序は，自らの適用を求める多数の法群から構成され，相反す

る準則のあまりの多さに法の空隙が生じている。この法の不在ゆえに．法律尊

重主義は現実に空論であり「客観要素によって一意に定まる準拠法などあり得

ないJ＜錦）とまでレーマンはいう。

ただし国際私法の私化構想のいう当事者の中核化は フランス民法典（掛

のように当事者意思を実質法源とすることではなく．国家による立法権の独占
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と衝突するものでもない(1則。国際私法上の当事者自治は．立法権限ではなく

あくまでも既存の国家法の中から選択する権限を当事者に認めるものだとレー

マンは考える。少なくともレーマン自身は．私人間で形成された非国家法の当

事者による選択を国際私法の私化構想の射程に含めていない（101) 0 

国家が国際局面における正義の複数性(102）の承認から当事者自治の支配を受

容するのであれば．準拠法選択過程は国家聞の関係にかかわらず当事者個人の

手に委ねられるべきものとなる（附。そうすると一般国際私法規定において国

家の利益や政策の衡量から準拠法を決定することはもはや認めがたい。国際私

法の私化とは．国家の利益や政策の支配する分野と私人による準拠法選択の認

められるべき分野との国際私法上での公私の峻別（酬の徹底であり．後者にお

いて国家が国際私法上の当事者自治の支配を受容し国家の利益や政策など準拠

法決定過程で考慮するよう国家として要求し得るはずのものまで当事者の評価

に委ねることなのである。

4. 当事者自治の「原則」化

今日の世界は現実に法体系を異にする領域国家によって分割構成されている。

しかしながら，規範としての当事者自治の承認は，領域や政策，利益などの国

家と直結する要素以外に考慮すべきもののあることの例証となる (I問。準拠法

決定過程で，国際私法の配置機能に無関心な実質法パラダイムと国家の利害に

従属する「国」際主義パラダイムとの問の不調和解消の試みが，当事者自治の

原則化によるポスト国家主義パラダイムへの移行を促す（胤）。

( 1 ）当事者自治の正当化

国際私法における当事者自治の正当化根拠をめぐる議論(107）は未だ決着に

至っていなし、。理論上の根拠の暖昧なままに当事者自治が多くの場面で採用さ

れつつある傾向は．当事者自治の原則化を肯定する者であっても素直には歓迎

しがたいといわれる（脚。レーマンもこれまでに提示された正当化根拠の多く

についてそれぞれ検討している（悶）。

日本でも一定の賛同を得られているのは，ケーゲルが示した当事者自治原則
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の正当化根拠であろう。ケーゲルは，法の紙触問題における連結困難解消のた

めの弥縫策として当事者自治を位置づけた（llO）。レーマンは．半世紀以上も継

続して世界中で承認されている原則を今なお弥縫策といい続けるのには無理が

あると批判する。ケーゲルの示した当事者自治の正当化根拠はむしろ正当化の

失敗を公に認めたものであり 旧来の国際私法理論に何か大きな誤りのあるこ

との証左だとレーマンは指摘するは11) 。

また．当事者自治の正当化根拠に当事者の予見可能性の確保(112）を挙げるこ

とは，一見すると国際私法の私化構想からも許容されるように思われる。しか

しながら．国際私法の私化構想が法廷地の裁判所に確保を求める法の継続性と

当事者の予見可能性とは異なる。当事者の正当な期待の保護のために当事者自

治を認めるのは．確かに法選択過程の帰結について当事者の有する重大な利益

の想定に適う。ただし国際私法の過程での当事者の予見可能性の確保は，国

際私法準則の世界法化など当事者自治以外の方法でも達成され得るから，当事

者自治のみを唯一の帰結として導かない013）。

レーマン自身は．旧来の国際私法理論の焦点とされる国家関係から離れ私人

関係中心の国際私法に構造転換しない限り当事者自治が正当化できないと考え．

国際私法の私化の徹底を試みたのである。

(2）当事者自治の原則化

当事者自治には，国際私法上の原則として特別な価値がある。複数の異なる

法体系に分割された世界で．すべての国家が当事者により選択された法に忠実

であれば法の継続性は十全に達成される 014）。当事者自治は，世界の法秩序の

分断から生じる私人関係への悪影響の抑制に資するものとなり得る c 当事者自

治の原則化とは．従来の議論にみられるような例外としての主観連結の認めら

れ得る範囲の画定から．当事者自治が当然の前提になるとした上でむしろ例外

として客観連結の必要な範囲の画定へと方針転換することを意味する (115）。

当事者自治を原則化すべき根拠はこれまでに 2 つのものが挙げられている。

一つは個人主権概念であり．もう一つは正義の多元性である。第一に，当事者

自治の原則化は．国家主権の支配に対する直接の異議申立といえる (116）。グ
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ローパルな状況下での世界秩序パラダイムの更新は．国際関係論においてここ

20 年間ほど盛んに議論されている（117）。旧来の国家主権モデルでは．国家の領

域内での事象に対する規制権限の絶対性と複数法域に渉る事象に対する規制権

限の主権国家間の相互承認の必要性が前提となっていた。グローパリゼーショ

ンの進行によって．旧来の国家主権モデルは必ずしも妥当なものでなくなって

いる（118）。個人に対する国家の優越に抗う国際私法の私化構想が要求するポス

ト国家主義パラダイムとしての「個人主権（individual sovereignty) J あるいは

「自己所有（selιownership) J の承認は国際私法において当事者自治の原則化を

導く (119）。第二に，国際私法の私化構想、は．正義に適う準拠法選択の具体化よ

り前の段階にある国際私法上の正義の現代の状況に即した再定義そのものに議

論の焦点を合わせている (120）。法廷地図が自国法の適用を強制せず当事者自治

を認めるのは．正義の複数性の承認による (121)。国際私法上の正義は．絶対主

義とも価値相対主義とも異なる哲学上の価値多元主義を反映した正義多元主義

として現れる 022）。それぞれに価値のある重要かつ別個の規範群を象徴する法

文化の多様性が尊重されるべきだと考えたとき，当事者白治の原則化は国際私

法上の正義からも導かれる。

(3）当事者自治の原則化の課題

ここで仮に国際私法の全体構造の私化によって当事者自治が正当化され原則

化され得るとしても，当事者自治の原則化にはまだ課題が残る。中でも重要な

のが，当事者による準拠法選択の存在しない場合の対応であり，国家法上の強

行規則の扱いである。

(a）当事者による準拠法選択の不存在

当事者自治を国際私法一般に原則化したとしても，当事者による準拠法選択

のない状況は現実に多くみられると予想される。旧来の国際私法理論では，当

事者による準拠法選択のないとき．当然に当事者意思以外の客観連結素から準

拠法を決定することになる。しかしながら，当事者自治の原則化が肯定される

のならば，当事者による準拠法指定のない場合にも．直ちに国家の関係性や利

益と政策の衡量によるのでなく 国家が当事者に準拠法の選択を認めた以上，
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裁判所は，国際私法上の公序良俗に反しない限りにおいて，当事者意思の推定

または仮定から準拠法を決定すべきであるとレーマンは謡う (123) 0 

当事者の仮定意思（hypothetical intentions）まで示すことが裁判官にとって容

易でないのは当事者の観点からの準拠法決定の貫徹にとって障壁となり得る。

しかしながら，国際私法の私化構想にもとづく当事者自治の原則化はアメリカ

法選択革命で主張された準拠法選択の柔軟化と排他関係にない（124）。国際私法

の私化構想も，国家の利益や政策に当事者の利益が優越する限りで準拠法選択

の柔軟化を肯定する。国際私法の私化構想にもとづく当事者自治の原則化のこ

のような理解によると．たとえば，客観連結によると準拠法の拡散と集中とい

う解決の難しい課題が生じるインターネット上の法律関係で，当事者による準

拠法選択のないときにも当事者意思を推定しようとする国際私法上の照準理

論(125）の肯定評価にもつながり得ると考えられる。

(b）国家法上の強行規則

一国における実質法上の契約自由と渉外関係における国際私法上の当事者自

治との違いは，当事者の抵触法上の指定による強行規則の排除が認められるか

どうかにある。しかしながら，国際私法において当事者自治の原則化を認める

としても完全に無制限なものとはならない。圏内法上の強行規則の発動により

国際私法上の当事者自治そのものを制限しようと試みること自体はあらゆる国

家にとって可能ではある。

ただし園内法上の強行規則の効果もまた複数法域に渉る法律問題に対して

は決して無制限なものとならない。法廷地法上の強行規則は．国家の領域内外

に効果の及ぶ絶対強行規則と領域内に効果のとどまる相対強行規則とに分かれ

ると考えられる 026）。絶対強行規則が法廷地の公序として当事者の準拠法選択

による回避を制限し得るのに対して．相対強行規則は当事者の準拠法選択によ

る回避を許容する。レーマンは，このうち相対強行規則にあたる国家法は特定

の国家法体系内において強行規則であっても国際私法上の強行規則とみなされ

ないとするなど．従来の理論と比べても絶対強行規則の範囲画定に国際私法を

より介入させようとしている。

レーマンの理解において．国際私法上の当事者自治が法制定者である国家の
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権威の変更や拡張に係るものでないことから，当事者の選択した準拠法上の強

行規則についても．相対強行規則にあたるものは当事者を完全には拘束しな

い(127) 0 たとえば当事者の選択した準拠法が当事者間の契約を無効とするとき

であっても．準拠法上の絶対強行規則に反していなければ，意思の「誤表は害

さず ψIsa de,抑制trationon nocet) J として国際私法上で当事者間の契約は当事者の

意思にもとづき有効なものとされることになる (128）。

おわりに

前章までの検討によると．新たなコペルニクス転回の企てとしてレーマンの

主張する国際私法上の当事者自治あるいは主観連結の原則化を実現するために

は国際私法の私化の徹底が必要であるといえよう。また．国際私法理論史上の

新たな転回あるいは革命として， レーマンの提示する国際私法の私化構想には．

国際私法の新たなパラダイムを画した第一のコペルニクス転回とも 2 度の地域

革命とも主張内容の異なる独自性が確認された。しかしながら，本稿での予備

考察によってこそむしろさらなる検討の必要なことが明確になった課題は少な

くない。ここでは最後に．紙幅の限られた本稿のみでは議論が尽くせず，今後

より詳細に論じるべき残された課題を整理し，示しておきたい。

まず，国際私法の私化構想は．総体としていえば一義に．法と政治の地域統

合の進行が契機となって生起した現代ヨーロッパ法選択革命にみられる国際私

法の公化(129）傾向に抵抗するドイツの一部学派(l:l)）や英国での議論を本源とす

る主張である。国際私法の私化構想が前提とする．グローパルな法秩序の再構

築において目指すべきは統合か分割か，その中で国際私法はどのような役割を

果すべきかという近時 EU 域内外で盛んに議論されている課題(131）自体は，日

本でも共有され得る。また．現代ヨーロッパでの国際私法の私化の議論は．サ

ヴィニーに始まる近代国際私法理論の評価とかかわるため 近代国際私法理論

を相対化しながらもなお尊重する日本の国際私法学にとって決して無縁なもの

ではないといえよう。

しかしながら．主に現代ヨーロッパで唱えられた国際私法の私化構想に日本

でも与しようとするならば， EU 域内外での当事者自治原則の採用拡大現象の
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展開と現在の具体例の個別分析も含めて， EU に特有の状況を前提にしてこそ

有意の議論と状況の異なる EU 域外へも敷桁可能な議論とをそれぞれ明確にす

るためのさらなる検討が必要となる。

次に，現代の私化構想は．サヴイニーと同じ方向をみながらも．根本におい

て違いがある。現代の私化構想と 19 世紀のコペルニクス転回とでは基底にあ

る世界秩序観と基本法思想がそれぞれの思潮の影響もあって大きく異なる。 19

世紀の国際私法理論が一見してそれぞれ対立するようであっても同じくカント

(Immanuel Kant）の義務論や国家観{132）の影響下にあったことはよく知られてい

る（133）。

国際私法の私化に賛同する現代の理論の多くはサヴイニーが理論上の基礎と

したウエストフアリアンモデルの世界秩序観を疑問視し多元主義に立脚して

いる (134）。しかしながら，多元主義は世界秩序構想において法問題を政治問題

へと変質させる副作用をもっ。準拠法選択問題の政治化（Iお）は国際私法の私化

構想が強く批判したものであった。国際私法の私化構想が明示または黙示に前

提している多元主義の評価に関しては，政治化の否定と矛盾しないグローバル

な法秩序構想としての立憲多元主義（附の可能性や是非なども含めて本稿での

検討にもとづきつつ国際私法の視点から今後さらに論じなければならない。

本稿で扱うことができたのは，国際私法の私化構想その他の転回あるいは革

命の国際私法理論史上の位置づけ，国際私法の私化構想と主観連結の原則化と

の理論上の連続性に限られる。かつて田中耕太郎は，国際私法もその一部とさ

れる世界法の諸問題に関して「寅定法を超越せる哲撃的思索を要求するものJ

であり．「常に法の本質論に復蹄して来るのであって，其れを顧みることなし

には此の主題に関する諸問題の取扱ひは不可能の業たるを克れぬJ と述べ

た (137）。ミヒャエルスは国際私法の私化の基底になり得る法思想、の特定を自ら

試みている (Iお）。国際私法の私化構想における個人主権への言及にはリパタリ

アニズムあるいはアナキズムの影響がうかがわれる (139）。国際私法の私化構想、

の正確な評価のためには，その他の転回または革命の理論が依拠した法思想と

対比しながら，本稿で十分に論じられなかった国際私法の私化構想の深部にあ

る基本法思想まであらためて詳解する必要がある。
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また，国際私法の私化構想、に堅固な思想基盤が備わったとき，立法権限と法

選択権限との違いを強調するレーマンの構想において想定の外にあると明言さ

れている非国家法や非法コードによる自己統制（selιregulation）にまで国際私法

の私化の射程は及び得るのかどうか．及ぶとしたらどのように限界画定すべき

かが． ミヒャエルスの指摘(140）のとおり，現実の課題として今後の検討では問

われることとなる。

(1）債権契約の準拠法に関する当事者自治の採用と前世紀までの国際私法理論の展

聞につき．折茂豊『当事者自治の原則一一近代国際私法の発展一一J （創文社．

1970）を参照。

(2）今世紀の日本での立法例として．法の適用に関する通則法の 16 条および 21 条

があるo

(3) Vgl. KATHRIN KROLL-LUDWIGS, DIE ROUE DER PARTEIA凹'ONOMIE IM EUROP.λISCHEN KoLU. 

SJONSRECHT, at Tei! 3 (2013). See also JACQUELINE GRAY, PARTY AUTONOMY IN EU PRIVATE 

INTERNATIONAL LAW: CHOICE OF COURT 州D CHOICE OF LAw IN FAMILY MATTERS AND SUCCES-

SION (2021）.日本法の視点からの比較検討につき．小池未来『国際家族法における

当事者自治J 131 頁以下（信山社. 2019）を参照。

(4) COUNCIL REGULATION (EU) No 1259/2010 of20 December 2010 implementing enhanced 

cooperation in 出e area of the law applicable to divorce and legal separation. See Cristina 

Gonzalez Beilfu民 Article5 Choice of Applicable Law 勿 theParties, in THE ROME III REGULAｭ

TION: A COMMENTARY ON THE LAW APPLICABLE TO DIVORCE AND LEGAL SEPARATION 6う

(Sabine Corneloup ed., 2020). 

(5) EU 国際相続規則の条文の日本語訳は，金子洋一「EU 相続規則における相続準

拠法の適用範囲について一一ドイツ国際私法の観点から一一J 千葉大学大学院人文

社会科学研究科研究プロジェクト報告書 253 集 151 頁. 196 ～ 226 頁（2013）を参

日召。

(6) 木棚照一「サヴイニーの法律関係の本拠説とその継受の特徴一一当事者意思の位

置づけに関連して一一j 名古屋学院大学法学部開設記念論文集 85 頁， 108 頁

(2014）。

(7) 木棚照一「国際私法における当事者意思の位置づけについて一一サヴイニーの法

律関係の本拠説から現代国際私法理論への展開J 国際私法年報 16 号 175 頁， 194

～ 197 頁（2015）。
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(8) 木棚・前掲（註 6) 108 頁。

(9) SAGI PEARi, THE FOUNDATION OF CHOICE OF LAw: CHOICE 釧D EQUALITY 31・ 123 (2018). 

(1叫 R. Michaels, Pa巧’A仰nomy-A New Paradi抑 withouta Foundation？ 《http：／／帆.vw.pilaj.jp/

daca/20 l 3_0602_Parcy _Autonomy.pdf》 2・3 (2013). 

(11) M. Lehmann, Liberating the Individual .from Battles between States: just栃1ingParty Autonomy 

in Conflict of Laws, 41 V AND. J. TRANSNAT'L L. 381, 38う（2008).

。2) See R. Michaels 主 NilsJansen, Private Law beyond the State? Europeaniz.ation, Globaliz.ation, 

Privatiz.ation，う4 州. ]. COMP. l. 843, 868-871 (2006). 

(13) Lehmann, supra note 11, at 384. 

(14）近世から現代までの国際私法理論の沿革につき．溜池良夫『国際私法講義［第 3

版］J 44 ～ 62 頁（有斐閣. 2005）を参照。

(15）サヴイニーの国際私法理論につき 棲回嘉章「サヴイニーにおける準拠法決定

の在り方について」法学論叢 126 巻 4 ・ 5 ・ 6 号 179 頁 (1990）などを参照。

。同 P.H. Neuhaus, Savigny und die &chts_戸ndungaus der Natur der Sache, 15 RABELSZ 364, 366 

(1949/50). 

(1司 F.Cぷ SAVIGNY, SYSTEM DES HEUTIGEN ROMISCHEN RECHTS ｧ 348 (Bd. VIII, 1849）.ガス

リー（William Guthrie）は同替の英語版で“volkerrechtliche Gemeinschaft”を文脈に応

じて“international common law”または単に“community of law＂と翻訳している。こ

こでの“消lkerrecht＂＇と国際公法そのものとの区別を試みた訳語の工夫といえよう。

W. GtrrHRIE, A TREATISE ON THE CONFLICT OF LAws, AND THE LIMITS OF THEIR OPERATION IN 

RESPE口 OF PLACE AND TIME ｧ 348 ( 1869) .同概念の内容については，榎田嘉章「サ

ヴイニーの国際私法理論一一殊にその国際法的共同体の概念について一一 (1）～

(4 ・完）」北大法学論集 33 巻 3号 1 頁 (1982). 4 号 l 頁. 6 号 l 頁 (1983). 35 巻

3 ・ 4 合併号 l 頁 (1984）を参照。マンチーニ（P錨q凶le Stanislao Mancini）の共同体

概念との対比につき，佐藤やよひ「『国籍j の連結点としての意義」柏木昇ほか編

『日本とブラジルからみた比較法一一二宮正人先生古稀記念－J 141 頁， 162 ～ 167

頁（信山社. 2019）を参照。

(1司 Neuhaus, supra note 16, at 366. ミヒャエルスもサヴイニーによるコペルニクス転

回を革命というべきパラダイムシフトと評している。 Michaels, infra note 61 , at 

1612-1613. 

(1到 「ヨーロッパ諸国における人と人の自由な結合関係としての私法上の法律関係の

法の場所的支配の中心的な要素を法律関係の f本拠』と呼ぴ……当事者の一つの

特定の場所的法への自由意思による服従により根拠づけている。J 木棚・前掲（註
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6) 105 ～ 106 頁。

仰＆ }ORGEN BASEDOW, THE LAW OF OPEN SOCIETIES: PRIVATE ORDERING AND PUBLIC REGULAｭ

TION IN THE CONFLICT OF LAws 30う（2015).

凶 Peter Machin North, Choice in Choice of Law, in P.M. NORTH, EssAYS IN PRIVATE INTER・

NATIONAL LAw 171, 172・ 181 (1993). 

白訪 BASEDOW, supra note 20, at 305. 

(23) Machias Reimann, Savigny's Triumph? Choice of Law in Contracts Cases at the α＇ose of the 

Twentieth Centuヮ， 39VA. J. INT・L L. 571,594・600 (1999). 

凶 P臥RI, supra note 9, at 45. 

邸〕 S. Peari, Sav.伊rys Theoヮ ofChoice-of law as a Principle of'Voluntary Submission: 64 U. To・

RONTO L.J. 106, 111 ・ 122 (2014). 

側 Id. at 122. 任意服従原則は私法および財産権に関するカントの理解からサヴイ

ニー自身が自然権思想に拠り構築したものとされる。 Id. at 125 n.104. ベアリはサ

ヴイニーの私法理論および国際私法理論における任意服従原則の位置づけを詳細

に論じている。

間 Neuhaus, supra note 16, at 372, 373. 

倒 J. STORY, COMMENTARIES ONTHE CONFLICTOF LAws ｧｧ 9, 23 (1834). 

(29) SYMEON C. SYMEONIDES, THE “PRIVATE” IN PRIVATE INTERNATIONAL LAw 2・3 (2019）.サ

ヴイニーに対するストーリーの影響につき， Gerhard Kegel, Wohnsitz und Bel智"enheit

bei Stoヮ undSavigny，う2 RABELSZ 431 ( 1988）を参照。

回） P臥則， supra note 9, at 35, 36. 

。B Peari, supra note 25, at 123. 

開 R. Michaels, Globalizing Sav伊1y? The State in Savt加rysPrivate International Law and the 

Challenge from Europeaniz.ation and Globalization, in AKruELLE FRAGEN zu PoLJTISCHER UND 

REcHTLICHER STEUERUNC IM KoNTEXT DER GLOBALISIERUNG 119, 128 (Michael Stolleis & 

Wolfgang Screeck hrsg., 2007). 

倒 F.Cぷ SAVIGNY, SYSTEM D日 HEUTIGEN R6M1SCHEN IlECHTS ｧ 9・ 10 ( Bd. I, 1840) . 

(34) Michaels, supra note 32, at 129. 

'35）個人の自治や自由意思に関するサヴィニーの理解につき．村上淳一「倫理的自

律としての私的自治」法学協会雑誌 97 巻 7 号 98 頁. 105 ~ 106. llO ～ 114 頁

(1980）を参照。

倒佐藤・前掲（註 17) 169 ～ 170 頁を参照。

間マンチーニは「この principle of nationalities を．国民を構成する個人の集合体に
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まで拡張された各個人のまさに自由そのもの……と捉え， nationality は……自由そ

のものと同じように神聖なものと捉えていたようである。つまり．そこに各国が

国民個人を保護する利益の相互互換性を見たJ （向上 173 頁）とされる。

倒 Michaels, in -a note 61, ar 1613・ 1616.

(.39) Michaels, sψm note 32, ar 130. 

側 R. Michaels, 7恥 DualPrivatisation of Law in Globalisation, in GLOBAL PRIVATE INTER・

附ION札 LAW: ADJUDICATION WlTHO凹 FRONTIERS 162, 166・ 168 (Hora山 Muir Warr er al. 

eds., 2019). 

削）サヴイニー以前も含めた国際私法理論史の概略につき. N1悶TAS ｣. HATZIMIHAIL, 

P阻C凶SI臼L CONFLICT OF LAws 17・33 (2021）を参照。

側 ビール自身は著書（後掲（註 94））の複数簡所でサヴィニーに言及している o See 

also J.H. Beale, The Development of jurisprudence during the Past Centuり，， 18 HARV. L. REv. 

271, 283 (190う）． アメリカ合衆国において革命理論の定着の過程で重要な役割を

担ったヴアン・メーレン（Arthur Taylor von Mehren）は．ビールとサヴイニーとを

同列に“Beale and Savigny”と表記し準拠法決定過程で法廷地内外の実質法の内容

の比較衡量という視点がともに欠けていると両者あわせて批判した。 A.T. v. Mehren, 

Choice-of Law Theories and the Comparative-Law Prob伽， 23 AM. J. COMP. L. 7う l, 7う2・7う6

(1975）.革命理論の勃興から定着に至る全体を概観すれば．サヴイニーに始まる近

代国際私法理論はアメリカ合衆国での革命とまったく無関係なものとまではいえ

ない。また．ウエストレイク (John Westlake）を経由したリース（Willis Livingston 

Mesier Reese）および抵触法第 2 リステイトメントに対するサヴイニーの理論の影

響も指摘されている。 Peari, supra note 25, at 138・ 1 う0.

附 Seegenerally S.C. SYMEONID臥 THE AMERICAN CHOICE-OF-LAW REVOLUTION: PAST, PRESENT 

AND FUTURE (2006). 

例） Heinrich Kronsrein, Crisis of “Conflict of Laws’; 37 GEO. L.J. 483 (1949). See also G. 

Kegel, The ℃risis’of Conflict of Laws, 112 CoLLECI'ED Cou町田 91, 95 & n. l (1964・II).

倒 W.W. CooK, THE LoGICAL AND LEGAL BASESOFTHE CONFI.ICTOF LAws (1942). 

例〕 B. CURRIE, SELEGfED EsSAYS ON THE CONFLICT OF LAws ( 1963) . 

似司 Perry Dane, Vested Right.ι “時"Stedness，＇’ andChoice of Law, 96 YALE L.J. 1191, 1194 ( 1987) . 

See also SYMEONIDES, supra note 29, ar S. 

H司 CooK, supra note 45, at 20-21, 345-346. 

側 B. Currie, On the D旬lacementof the Law ザtheForum, in Cu悶E, supra note 46, at 6. See 

Dane, supra note 47, at 1201. 
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伺〕 SYMEONID日， supra note 29, at 4-5. 

側 s.c. SYMEONIDES, OXFORD COMMENTARIES ON AMERICAN LAw: CHOICE OF LAw 46 (2016). 

(52) Morton J. Horwitz, 7恥 RistoワFof the Public/Private Distinction, 130 U. PA. L. REv. 1423, 

142う（ 1982).

側 Lochnerv. New 路rk, 198 U.S. 45 (1905). 

倒 SYMEONIDES, supra note 29, at う．

間 アメリカ法選択革命の諸理論の特徴につき，伊藤敬也「権利に基づく法選択一一

デインの紙触法理論一一J 青山社会科学紀要 30 巻 1 号 1 頁， 11 ～ 13 頁（2001）を

参照。

岡 田際私法の中立性の意味につき，伊藤敬也「国際私法の中立性一一メタ倫理学と

ドゥオーキンと抵触法一一J 早稲田法華街巻 3号 l 頁（2020）を参照。

開 See Robert Lefl町， Conflictslaw: More on Choice-Influencing Considerations, 54 CAL. L. REV. 

1584 ( 1966). 

倒 E. Vitta, The Impact in Eur，ψr of the American Conflicts Revolution, 30 AM. J. CoMP. L. l, 

10 (1982). 

倒 Marc-Philippe Weller & Greta Gobel, Das Politische IPR Unserer Zeit: Ges，必·chaftsentwick­

lung durch lnternationales Privatrecht?, in POLITISCHES KOLLISIONSRECHT: SACHNORMZWECKE, 

HoHEITSINTERESSEN, KULTUR SYMPOSIUM ZUM 85. GEBURTSTAG VON ERIK JAYME [hereinafter 

POLITISCHES KOWSIONSRECHT] 75, 77・81 （恥farcin Gebauer & Stefan Huber hrsg., 2021 ) . 

（印0 M. Marcinek, The Seven Pillars ＇！仰'isdomin Private International Law -The German and the 

Sw.却 Experience with the Codification of Conflicts law Rules, 4 中国国隠私法与比較法年刊

15, ｧ 5.1 (2001). 

制 R. Michaels, The New European Choice-of law Revolution, 82 TuL. L. REv. 1607, 1609 

(2008). See also Fausto Pocar, la Comunitarizzazione del Diritto lnternazionale Privato: Una 

'Eur1伊ean Conflict of Laws Revolution'?, 36 Riv. DIR. INT. Pruv. PROC. 873, 883・884 (2000); 

Johan Meeusen, Ins.抑mentalisationof Prh附 Internationallaw in the Eur.ザean Union：恥1ards
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